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特定個人情報保護評価書素案からの変更内容 

 

１ 共通事項 

パブリックコメント及び第三者による点検の実績について、次のとおり記載した（住民基本台帳に

関する事務７４頁及び個人住民税に関する事務４９頁）。 

Ⅵ 評価実施手続 

２．国民・住民等からの意見の聴取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①方 法 

 

 

 

目黒区パブリックコメント手続要綱に基づき意見公募を実施した。実施に

当たっては、区報に実施についての記事を掲載するとともに、区公式ホー

ムページ及び総合庁舎その他区有施設３９か所において評価書及び評価書

に係る資料を公開し、広く区民等の意見を求めた。 

②実施日・期間 平成２６年１２月１５日から平成２７年１月２２日まで 

③期間を短縮する

特段の理由 

期間短縮なし 

 

④主な意見の内容 

 

 

 

・評価書の宣言中にも具体的なリスクと軽減されるリスクを記載すること。 

・これまでのリスク対策を数段上回るリスク対策を明記すべきである。 

・審議会と行政だけでなく評価委員会を設置すべきである。 

・区民のメリットを具体的に記載すること。 

⑤評価書への反映 （下記のとおり） 

３．第三者点検 

 ①実施日 平成２７年２月９日 

②方法 目黒区情報公開・個人情報保護審議会において点検を行う。 

③結果 第三者点検機関として了承した。なお、評価項目にかかる共通指摘事項

として、「Ⅲ．リスク対策」でアクセスログの分析方法と、「Ⅴ．開示請求・

問合せ」の具体的な方法について質疑があった。アクセスログは分析ツー

ルを導入して随時解析を行うこと、開示請求手続は従来の書面以外に、今

後、番号法附則第６条１項で定めた「マイ・ポータル」の設置について担

当課から説明した。その他、番号制度全般等に関する質疑があった。 

 

２ 住民基本台帳に関する事務  

パブリックコメントの結果及び政令の改正を踏まえ、次のとおり変更した。  

                    （    は、変更部分） 

頁 項目 変更後 変更前 変更理由 

７ ４．特定個人情報フ

ァイルを取り扱

う理由 

②実現が期待され

るメリット 

また、個人番号カード

による本人確認、個人

番号の真正性確認が可

能となり、行政事務の

効率化に資することが

また、個人番号カード

による本人確認、個人

番号の真正性確認が可

能となり、行政事務の

効率化に資することが

パブリック・コメン

トの趣旨を踏まえ、

追加する。 
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期待される。さらに、

個人番号カードのＩＣ

チップに格納される公

的個人認証は、そのオ

ンライン上の本人確認

機能により、コンビニ

から住民票の写し等の

各種証明書の取得が可

能となる。 

期待される。 

７ ５．個人番号の利用 

法令上の根拠 

・第１４条（住民基本

台帳の正確な記録を確

保するための措置） 

・第２２条（転入届） 

・第１４条（住民基本

台帳の正確な記録を確

保するための措置） 

住民基本台帳法施

行令等の一部を改

正する政令（平成２

７年政令第４号。以

下「政令」という。）

が平成２７年１月

１５日付けで公布

され、転出証明書の

記載事項に「個人番

号」が加わることと

されたため。 

37 ６．特定個人情報の

保管・消去 

②保管期間 

その妥当性 

・本人確認情報を更新

したことにより、修正

前・消除前情報となっ

た本人確認情報は、住

民基本台帳法施行令第

３４条第３項（保存）

の規定に基づき、１５

０年間保存する。 

・今後発出が予定され

ている住民基本台帳法

施行令の一部を改正す

る政令において、市町

村が保有する修正前・

消除前の本人確認情報

の保存期間が５年から

１５０年に延長される

予定である。 

政令が正式に公布

されたため。 

 

３ 個人住民税に関する事務 

「１共通事項」以外の変更なし 

以   上 


